
 

 

付録１ メンタルヘルス相談 

 
 

＜メンタルヘルスに問題を抱えた学生・職員を発見するための様々な試み＞ 

⑴  「相談窓口」の存在を知らせておくこと 

本学では、黒髪北地区の保健センターに精神科医・心理士（師）・キャンパスソーシ

ャルワーカーが配置されている。平成 28 年からは、障がい（メンタルヘルス不調を含

む）を抱えた学生に対する修学支援の相談窓口として「（障がい）学生支援室」

（https://sien.kumamoto-u.ac.jp）が開設され、専門職スタッフ（心理士（師）、キャン

パスソーシャルワーカー）が配属されている。また、学生支援部に「学生相談室」

（https://soudan.kumamoto-u.ac.jp/）が設置されており、専属のキャンパスソーシャル

ワーカーが修学から生活上のあらゆる困り事を解決するサポートを行っている。学生相

談室、（障がい）学生支援室および保健センターは必要に応じて緊密に連携する体制を

整えている。一方、黒髪北地区、黒髪南地区、本荘地区、大江地区に学習・研究悩み事

相談担当教員も委嘱されている。オリエンテーションなどいろいろな機会を利用して学

生・職員に周知を図る必要がある。なお、教職員に対するメンタルヘルス相談としては、

労務課においても全教職員を対象とした「なんでも健康相談」が定期的に実施され、事

前の案内も行われている。また、令和 2 年度からは、保健センターにおいてもメール

（cocorohoken@jimu.kumamoto-u.ac.jp）によるメンタルヘルス相談の受付けを開始して

いる。状況に応じて、オンラインによる面談も実施している。 

 

⑵  発見のための様々な機会設定と留意点 

①  オフィスアワーと「個人面談」の設定 

学生が来談しても構わない時間（最低週に２時間）を自室前に掲示する。相談時間は

昼間にし、面談に際しては、プライバシーに十分に配慮する。問題がないように思われ

る学生についても個人面談が有効なことがある。数分間の面談でも、関係作りに大いに

役立つ。 

②  メンタルヘルス講演会への参加 

本学では中央安全衛生委員会主催により、学生および教職員のメンタルヘルス向上の

ための講演会が、毎年実施されている。可能な限り出席し、職場や学習の場のメンタル

ヘルス向上に努める。 

③  ハイリスク学生を重点的に 

メンタルヘルスに問題を抱えている可能性の高い学生の特徴として、「不登校」、「単位

取得が少ない」、「病気休学中」、「留年中」等をあげることができる。 

④  学生のサインを見逃さないために 

学生の心の変化（気分の大きな変動）、身体症状（頭痛、腹痛などによる不登校）、日

常行動の変化（表情、態度、話し方）から、こころの問題を早期発見することが大切で

ある。 

 



 

 

キャンパス不適応の初期症状 

行動・態度 

欠席・遅刻・早退が多くなる 成績が下がる 人を避ける 
無関心になる ふさぎ込む いらだつ  粗暴になる 
攻撃的になる 気分の変化が激しい 衝動的になる 
だらしなくなる 服装や身だしなみが乱れ不潔になる 

表情・話し方 
（表情） 暗い  固い うつろな 変化に乏しい 逆に明るすぎる  
（話し方） 無口  あるいは多弁  理屈っぽくなる  

思考・判断 

自分本位の思考  主観的な判断  奇妙な考え方 
自分に関係ないことを関係があるように考える 
自分の噂や悪口を言っているなどと他人の言動を気にする 
決断力が乏しく優柔不断になる 
あるいは衝動的な決断をする 

（大学におけるメンタルヘルス～教職員のためのガイドブック（国立大学保健管理施設協議会編）から） 

 

＜こころに問題を抱えた学生及び職員を発見した場合の対応を理解しよう＞ 

⑴  面談前の注意点 

声かけ：周囲の状況に配慮して、自然な形で声をかける。 
 

面談前の情報収集：声かけで話をしても十分な情報が得られない場合、本人の「プラ

イバシー」を十分尊重しながら、友人や家族などから情報を得る。 
 

⑵  面談時の注意点 

来談者をリラックスさせる：面談の際は、本人の気持ちをリラックスさせ、できるだ

け静かな環境で、ゆっくりしたペースで話を聴く。 
  

時間的余裕が重要：自身が多忙で短時間しか面談できない場合は、状況を説明して、

後日時間の余裕がある時に延期することが望ましい。 
 

結論を急がない：説得やアドバイスよりも相手の悩みに十分耳を傾ける姿勢が大切で

ある。相手の立場に立って問題を考えていく姿勢が大切で、短急な結論やアドバイスは

望ましくない。うつ状態の相手への安易な励ましや思い込みを訂正しようとして、相手

の発言を否定することはかえって状況を悪くする。不用意な質問は不安を増幅させるた

め、慎重さが必要である。 
 

問題解決の方法を一緒に具体的に考える：問題の性質が明らかになったら、何処で、

誰が、どのように援助すればよいかを考える。 
 

相談先を選択する：学内にはさまざまな相談窓口がある。問題の内容次第で、学生相

談室、保健センター、学習・研究悩み事相談担当教員、各学部学生委員等との協力が必

要である。心の病気で緊急を要する場合には、専門職（保健センター、障がい学生支援

室、学生相談室など）への相談が可能である。 



 

 

 

プライバシーへの配慮：他者に伝える内容については、原則として事前に学生本人の

了解を得る必要がある。他者の協力を得て援助を進める場合には、正確な情報交換が必

要であるが、「プライバシー」に配慮する必要がある。 

 

⑶  面談後の注意点―学内連携先への相談のために 

周囲（家族や友人）の協力：教職員自身の援助がうまくいかない場合は、家族の協力 

や、プライバシーに配慮しつつ親しい友人の協力が有用となることもある。 

相談窓口への教職員の同伴：（学生を同伴した教職員の訪問）必要に応じて教職員が一緒に

行くのも良い方法である。学生がこころの問題を抱えており、専門的な援助が必要と思われ

る場合は、「一緒にカウンセラーに相談に行こう」と相談窓口を訪れるのがよい。 

教職員が同伴する訪問を提案しても、学生が応じない場合は、教職員単独で相談窓口と

連絡を取って、対応を協議するのがよい。この場合、直接の来談、電話、メールによる

連絡が可能である。 

なお、学生指導に苦慮している教職員に向けた相談体制として、学生相談室が窓口と

なって随時、専用の申請書を用いて「学生支援検討会」の開催を受け付けており、キャ

ンパスソーシャルワーカー、心理士（師）、精神科医が一同に会して解決の糸口を探る

体制を整えており、定期的に学内周知も行っている。 

 

⑷  緊急例とその対応 

緊急例とは：明らかな希死念慮の表明や著しい興奮状態を示し、自らの行動をコント

ロールすることができない状態（例として、死にたいと言う、自分を傷つける行為をす

る、意味不明なことを話しだす、他人に暴力をふるう等）で、緊急の援助が必要である。 

 

対応のポイント： 

① 関係教職員への応援要請：まず近くにいる関係職員などに応援を要請する。しかし、

いたずらに話を大きくすることのないようプライバシーにも配慮
．．．．．．．．．．

する必要がある。 

② 専門職への連絡：専門職（精神科医、キャンパスソーシャルワーカー、心理士（師））

に連絡し、指示を仰ぐ。学内では学生相談室、保健センター、障がい学生支援室ま

たは当該学部の教務担当窓口に連絡する。通院中の病院がある場合は、当該病院へ

の問い合わせが重要である。 

③ 家族への連絡：本人の意志が確認できる状態であれば本人の許可をとった上で、家

族に連絡する。医療機関への受診や入院を決めるのは、原則として本人であるが、

緊急時には保護者による決定となる場合もある。保護者との連絡がとれない場合は、

教務担当窓口に連絡を依頼し、必要に応じて保健センター、警察などにも対応を依

頼する必要がある。この場合も、いたずらに話を大きくすることのないようプライ
．．．

バシーにも配慮
．．．．．．．

する必要がある。 

 



 

 

④ 時間外対応について：夜間など保健センタースタッフが不在の場合、通院中の病院が

あればそこに連絡するか、時間外（休日及び平日夜間）であれば、熊本県精神科救急情

報センター（TEL:096-385-9939）が緊急的な精神科医療に関する電話相談に応じてい

る。一刻を争う場合には、現場の職員または自身で救急車を要請（119 番通報）する必

要がある。 

 

＜長時間の労働や作業による疲労とその対策＞ 

職場や学習の場での長時間の作業、特に時間外の作業は、心身の健康障害を引き起こ

しやすい。本学では、時間外労働の縮減という労働安全衛生法の規定に沿い、より厳し

い時間外労働時間の基準が設定されている。時間外・休日の労働時間が１ヶ月あたり 80

時間を超える事務職員については、大学への届出が必要で、産業医等による面談が実施

されている。平成 31 年 4 月の労働安全衛生法改正に伴い、裁量労働制である教員にお

いても具体的労働時間の把握が必要となり、教員に対しても滞在時間に応じて産業医と

の面談が実施されている。 

学生も、論文作成などのため、作業が深夜に及んだり、長時間になりがちである。本

学では、メンタルヘルスポリシーが策定され、職員同様に学生のメンタルヘルスの向上

に努めることが確認されており、教室・研究室での充分な配慮が必要である。 

  


